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ところで、日本研究 ・京都会議が開催 された後、1月 に阪神 と淡路 を襲った直下型地震 とそれ
























災者側の生活上の要求に応えていないため、 また、単に施設 として供給 しているために 「まち」
となっておらず、高齢者 を中心 として仮設住宅地での2次 災害を発生させている。また、そのた
めに仮設住宅に入居 しない事態が発生 している。
被災地における土地利用規制は、わが国の法が土地利用について財産権を保護する立場からこ
れを強力に規制する法律 となっていないために、厳 しく規制で きていない。地方自治体は、建築
基準法にもとつ く被災市街地における建築制限区域 を指定 し、さらに、次のステ ップで新 しい法
律である被災市街地復興特別措置法にもとつ く被災市街地復興推進地域と土地区画整理事業及び
市街地再開発事業の区域について都市計画決定 を行 った。 しか し、これ らは、機関委任事務とし

































あ り、震災時に急 に転換 を図ろうとしても困難なことである。
これらの原因のすべてをわが国の地方 自治システムの不十分 さに求めることがで きるわけでは
ないが、おそらく、わが国のどの大都市でこの様な震災が発生 したら神戸市 と同じ様な事態 とな
るであろうことは、容易に想像で きることである。少な くとも、日常的に地方自治体 と都市政策、
都市計画の場面で接触 している都市計画プランナーの大半が、私 と同じ様な印象を持っている。
その意味で、以下に述べる 「都市政策における日本の地方 自治の限界 とその法制度上の制約」







































































国は、これに対 して様々な制度を創設 したり、変更することにより対処 して きてはいるが、そ
れによりかえって制度を増やす ことになり、「制度疲労」を起 こしている。法律の条文は増え、




地方自治体 におけるマスタープランの策定 を重視 している点で新 しい動 きである。
1992年 の都市計画法の改正 は、地方分権の流れの中で行われた。そのために、地方自治体の権

















定着 してきていることから、21世 紀へ向けた改革へと向かう可能性を有 している。
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